
参
議
院
選
挙
は
、

99
％
の
人
た
ち
の
政
治
を

求
め
て
投
票
し
ま
し
ょ
う
！

一
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で
格
差
拡
大

第
二
次
安
倍
内
閣
が
発
足
し
、
６
年
が
経

過
し
ま
し
た
。

彼
の
名
前
を
も
じ
っ
た
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」

経
済
政
策
（
同
志
社
大
学
大
学
院
浜
矩
子
教

授
は
「
ア
ホ
ノ
ミ
ク
ス
」
と
命
名
）
は
、
年

金
の
積
立
金
や
日
銀
マ
ネ
ー
を
使
っ
て
株
価

を
つ
り
あ
げ
政
策
と
経
団
連
の
要
求
に
従
っ

て
、
法
人
税
を
減
税
等
行
い
、
大
企
業
と
富

裕
層
の
利
益
拡
大
に
貢
献
し
て
き
ま
し
た
。

結
果
、
安
倍
政
権
の
下
で
、
大
企
業
は
史

上
最
高
の
利
益
を
上
げ
続
け
ま
し
た
が
、
日

本
経
済
全
体
に
は
還
流
せ
ず
に
、
大
企
業
の

内
部
留
保
は
、
１
２
２
兆
円
増
え
て
４
４
２

兆
円
に
も
膨
れ
上
が
り
ま
し
た
。

株
高
で
富
裕
層
に
巨
額
の
金
融
資
産
が
集

中
し
、
ア
メ
リ
カ
の
経
済
誌
フ
ォ
ー
ブ
ス
が

発
表
し
た
日
本
の
「
長
者
番
付
」
上
位
40
人

の
資
産
は
、
安
倍
政
権
の
７
年
間
で
７･

７

兆
円
か
ら
18･

6
兆
円
に
、
２･

４
倍
に
も
増

え
ま
し
た
。

し
か
し
、
労
働
者･

国
民
に
は
「
消
費
税

増
税
」
、
「
労
働
法
制
の
規
制
緩
和
」
、

「
社
会
保
険
料
の
引
き
上
げ
」
、
「
年
金
の

マ
ク
ロ
ス
ラ
イ
ド
完
全
実
施
に
よ
る
、
引
き

下
げ
」
を
進
め
、
実
質
賃
金
は
貧
富
の
格
差

が
拡
大
し
ま
し
た
。

７
月
の
参
議
院
議
員
選
挙
で
は
、
99
％

の
人
た
ち
の
政
治
を
求
め
る
た
め
「
市

民
と
野
党
の
共
闘
」
を
進
化
さ
せ
、
安
倍

自
公
政
権
と
補
完
勢
力
で
あ
る
「
日
本

維
新
の
会
」
を
少
数
に
追
い
込
む
た
め
、

１
人
区
で
は
野
党
統
一
候
補
と
複
数
区

の
大
阪
（
４
人
）
・
兵
庫
（
3
人
）
・
京
都

（
２
人
）
選
挙
区
で
は
、
野
党
候
補
の
勝

利
で
憲
法
改
悪
阻
止
と
労
働
者
・
国
民

の
生
活
向
上
を
目
指
し
ま
し
ょ
う
。

二
、
市
民
と
野
党
の
共
通
政
策
調
印

５
月
29
日
「
安
保
法
制
の
廃
止
と
立
憲
主

義
の
回
復
を
求
め
る
市
民
連
合
」
（
市
民
連

合
）
と
立
憲
民
主
党
、
国
民
民
主
党
、
日
本

共
産
党
、
社
会
民
主
党
で
13
項
目
の
共
通
政

策
が
調
印
さ
れ
、
１
人
区
の
32
選
挙
区
一
本

化
は
、
６
月
13
日
全
選
挙
区
で
合
意
し
ま
し

た
。三

、
13
項
目
の
共
通
政
策

①

安
倍
政
権
が
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
憲

法
「
改
定
」
と
り
わ
け
第
９
条
「
改
定
」
に
反

対
し
、
改
憲
発
議
そ
の
も
の
を
さ
せ
な
い

た
め
に
全
力
を
尽
く
す
こ
と
。

②

安
保
法
制
、
共
謀
罪
法
な
ど
安
倍
政
権

が
成
立
さ
せ
た
立
憲
主
義
に
反
す
る
諸

法
律
を
廃
止
す
る
こ
と
。

③

膨
張
す
る
防
衛
予
算
、
防
衛
装
備
に
つ
い

て
憲
法
９
条
の
理
念
に
照
ら
し
て
精
査
し
、

国
民
生
活
の
安
全
と
い
う
観
点
か
ら
他
の

政
策
の
財
源
に
振
り
向
け
る
こ
と
。

④

沖
縄
県
名
護
市
辺
野
古
に
お
け
る
新
基

地
建
設
を
直
ち
に
中
止
し
、
環
境
の
回
復

を
行
う
こ
と
。
さ
ら
に
、
普
天
間
基
地
の

早
期
返
還
を
実
現
し
、
撤
去
を
進
め
る
こ

と
。
日
米
地
位
協
定
を
改
定
し
、
沖
縄
県

民
の
人
権
を
守
る
こ
と
。
ま
た
、
国
の
補

助
金
を
使
っ
た
沖
縄
県
下
の
自
治
体
に
対

す
る
操
作
、
分
断
を
止
め
る
こ
と
。

⑤

東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
平
和
の
創
出
と
非

核
化
の
推
進
の
た
め
に
努
力
し
、
日
朝
平

壌
宣
言
に
基
づ
き
北
朝
鮮
と
の
国
交
正
常

化
、
拉
致
問
題
解
決
、
核
・
ミ
サ
イ
ル
開
発

阻
止
に
向
け
た
対
話
を
再
開
す
る
こ
と
。

⑥

福
島
第
一
原
発
事
故
の
検
証
や
、
実
効

性
の
あ
る
避
難
計
画
の
策
定
、
地
元
合
意

な
ど
の
な
い
ま
ま
の
原
発
再
稼
働
を
認
め

ず
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
中
心
と
し

た
新
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
確
立
と
地

域
社
会
再
生
に
よ
り
、
原
発
ゼ
ロ
実
現
を

目
指
す
こ
と
。

⑦

毎
月
勤
労
統
計
調
査
の
虚
偽
な
ど
、
行

政
に
お
け
る
情
報
の
操
作
、
捏
造
（
ね
つ
ぞ

う
）
の
全
体
像
を
究
明
す
る
と
と
も
に
、

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度
な
ど
虚
偽

の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
作
ら
れ
た
法
律
を

廃
止
す
る
こ
と
。

⑧

２
０
１
９
年
10
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
消

費
税
率
引
き
上
げ
を
中
止
し
、
所
得
、
資

産
、
法
人
の
各
分
野
に
お
け
る
総
合
的
な

税
制
の
公
平
化
を
図
る
こ
と
。

⑨

こ
の
国
の
す
べ
て
の
子
ど
も
、
若
者
が
、

健
や
か
に
育
ち
、
学
び
、
働
く
こ
と
を
可

能
と
す
る
た
め
の
保
育
、
教
育
、
雇
用
に

関
す
る
予
算
を
飛
躍
的
に
拡
充
す
る
こ
と
。

⑩

地
域
間
の
大
き
な
格
差
を
是
正
し
つ
つ

最
低
賃
金
「
１
５
０
０
円
」
を
目
指
し
、
８

時
間
働
け
ば
暮
ら
せ
る
働
く
ル
ー
ル
を
実

現
し
、
生
活
を
底
上
げ
す
る
経
済
、
社
会

保
障
政
策
を
確
立
し
、
貧
困
・
格
差
を
解

消
す
る
こ
と
。
ま
た
、
こ
れ
か
ら
家
族
を

形
成
し
よ
う
と
す
る
若
い
人
々
が
安
心
し

て
生
活
で
き
る
よ
う
に
公
営
住
宅
を
拡

充
す
る
こ
と
。

⑪

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
ｓ
に
対
す
る
差
別
解
消
施
策
、

女
性
に
対
す
る
雇
用
差
別
や
賃
金
格
差

を
撤
廃
し
、
選
択
的
夫
婦
別
姓
や
議
員
間

男
女
同
数
化
（
パ
リ
テ
）
を
実
現
す
る
こ
と
。

⑫

森
友
学
園
・
加
計
学
園
及
び
南
ス
ー
ダ

ン
日
報
隠
蔽
（
い
ん
ぺ
い
）
の
疑
惑
を
徹
底

究
明
し
、
透
明
性
が
高
く
公
平
な
行
政
を

確
立
す
る
こ
と
。
幹
部
公
務
員
の
人
事
に

対
す
る
内
閣
の
関
与
の
仕
方
を
点
検
し
、

内
閣
人
事
局
の
在
り
方
を
再
検
討
す
る

こ
と
。

⑬

国
民
の
知
る
権
利
を
確
保
す
る
と
い
う

観
点
か
ら
、
報
道
の
自
由
を
徹
底
す
る
た

め
、
放
送
事
業
者
の
監
督
を
総
務
省
か
ら

切
り
離
し
、
独
立
行
政
委
員
会
で
行
う
新

た
な
放
送
法
制
を
構
築
す
る
こ
と
。

以
上

四
、
五
野
党
・会
派
の
「共
通
政
策
」と
自

民
党
選
挙
公
約
は
下
記
の
表
の
通

り
、
対
決
は
鮮
明
で
す

安
倍
９
条
改
憲
の
本
質
は
、

現
行
の
平
和
憲
法
を
死
文
化
さ
せ
る
！

現
行
憲
法
九
条
は

第
９
条

日
本
国
民
は
、
正
義
と
秩
序
を

基
調
と
す
る
国
際
平
和
を
誠
実
に
希
求

し
、
国
権
の
発
動
た
る
戦
争
と
、
武
力

に
よ
る
威
嚇
又
は
武
力
の
行
使
は
、
国

際
紛
争
を
解
決
す
る
手
段
と
し
て
は
、

永
久
に
こ
れ
を
放
棄
す
る
。

２
前
項
の
目
的
を
達
す
る
た
め
、
陸
海

空
軍
そ
の
他
の
戦
力
は
、
こ
れ
を
保

持
し
な
い
。
国
の
交
戦
権
は
、
こ
れ

を
認
め
な
い
。

安
倍
９
条
改
憲
案

現
行
の
９
条
１
・
２
項
を
残
し
、

第
９
条
の
２

１
・
２
を
追
加
し
ま
す
。

１

前
条
の
規
定
は
、
我
が
国
の
平
和

と
独
立
を
守
り
、
国
及
び
国
民
の
安

全
を
保
つ
た
め
に
必
要
な
自
衛
の
措

置
を
と
る
こ
と
を
妨
げ
ず
、
そ
の
た

め
の
実
力
組
織
と
し
て
、
法
律
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
内
閣
の
首
長

た
る
内
閣
総
理
大
臣
を
最
高
の
指
揮

監
督
者
と
す
る
自
衛
隊
を
保
持
す
る
。

２

自
衛
隊
の
行
動
は
、
法
律
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
会
の
承
認
そ

の
他
の
統
制
に
服
す
る
。

９
条
の
２

１
項
の
「
前
条
の
規
定
は
・
・
・

自
衛
の
措
置
を
と
る
こ
と
を
妨
げ
ず
」
に
よ

り
、
現
行
９
条
２
項
の
制
約
が
自
衛
隊
に
及

ば
な
く
な
り
、
立
ち
枯
れ
て
、
死
文
化
し
て

し
ま
し
ま
す
。

そ
の
結
果
、
自
衛
隊
を
「
軍
隊
」
と
し
て
、

安
保
法
制
（
戦
争
法
）
に
よ
り
、
ア
メ
リ
カ

の
戦
争
に
自
衛
隊
を
参
加
さ
せ
て
も
、
憲
法

違
反
に
な
ら
な
い
か
ら
で
す
。

戦
後
、
自
衛
隊
は
、
た
だ
の
一
人
の
外
国

人
も
殺
し
て
い
な
い
し
、
た
だ
の
一
人
の
戦

死
者
も
出
し
て
い
な
い
の
は
、
９
条
２
項
の

が
あ
る
か
ら
で
す
。

安
倍
首
相
は
、
現
行
の
憲
法
を
そ
の
ま
ま

残
し
、
「
自
衛
隊
を
明
記
」
す
る
だ
け
で
変

わ
ら
な
い
と
国
民
に
デ
マ
宣
伝
を
し
て
い
ま

す
が
、
変
わ
ら
な
け
れ
ば
憲
法
９
条
を
変
え

る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
５
月
３
日
の

「
憲
法
記
念
日
」
に
来
年
に
憲
法
改
正
を
行
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５野党・会派の「共通政策」 自民党参議院選公約

安倍９条改憲に反対し、改憲発議そのものをさせない 憲 法憲法改正原案の国会提案・発議を行い、早期に改憲を目指す

▲

安保法制、共謀罪法など立憲主義に反する諸法律の廃止▲
防衛予算、防衛装備を他の政策の財源に振り向ける

安保

法制

▲

可能になった新任務の態勢構築や能力向上を着実に進める▲

防衛力の質と量を抜本的に拡充･強化する

10月の消費税率引き上げを中止。所得、資産、法人の
各分野における総合的な税制の公平化を図る 消費税

10月に消費税10％に引き上げ。ポイント還元の実施、プレ
ミアム商品券の発行など講じる

辺野古新基地建設を直ちに中止。普天間基地の早期返
還を実現し、撤去を求める。

新基地
普天間飛行場の辺野古移設や在日米軍基地再編を着実に進
める

実効性のある避難計画の策定、地元合意ないまま原発

再稼動を認めない。原発ゼロを目指す。 原 発
原子力規制委員会が規制基準に適合すると認めた場合、立

地自治体等の理解と協力を得て再稼動を進める



な
う
と
彼
は
宣
言
し
ま
し
た
。

安
倍
９
条
改
憲
は
、
日
本
が
戦
争
で
き

る
国
に
変
え
る
こ
と
で
あ
り
、
他
国
と
の

「
紛
争
な
ど
」
を
「
話
合
い
で
解
決
せ
ず
」
、

「
軍
事
力
」
で
解
決
す
る
事
に
つ
な
が
り
、

戦
後
の
日
本
の
「
平
和
主
義
」
が
壊
さ
れ
、

ア
メ
リ
カ
言
い
な
り
の
兵
器
爆
買
い
に
繋

が
が
っ
て
い
ま
す
。

「安
倍
９
条
改
憲
Ｎ
Ｏ
！
」

「３
０
０
０
万
署
名
」と
連
帯
し
、

参
議
院
選
挙
で
は
、憲
法
９
条
改
憲
賛

成
の
自
公
政
権
と
「日
本
維
新
の
会
」を

少
数
に
追
い
込
も
う
！

五
、
消
費
税
10
％
増
税
阻
止

自
公
政
権
は
10
月
か
ら
消
費
税
を
10
％

に
引
上
げ
る
こ
と
を
決
定
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
日
本
国
内
消
費
・
設
備
投
資

経
済
は
、
低
下
し
て
い
る
状
況
で
、
消
費

税
10
％
の
引
上
げ
は
、
く
ら
し
と
景
気
に

大
打
撃
に
な
り
ま
す
。

14
年
の
消
費
税
８
％
増
税
以
後
、
実
質

家
計
消
費
は
年
25
万
円
も
落
ち
込
み
、
労

働
者
の
実
質
賃
金
（
実
質
の
購
買
力
）
も

年
10
万
円
も
低
下
し
ま
し
た
。

内
閣
府
が
５
月
13
日
発
表
し
た
景
気
動
向

指
数
が
、
６
年
２
か
月
ぶ
り
に
「
悪
化
」
と

な
る
な
ど
、
政
府
自
身
も
景
気
悪
化
の
可
能

性
を
認
め
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
３
回
の
消
費
税
増
税
が
行
わ

れ
ま
し
た
が
、
89
年
の
３
％
増
税
は
「
バ

ブ
ル
経
済
」
の
最
中
で
あ
り
、
97
年
の
５

％
増
税
も
、
14
年
の
８
％
増
税
も
、
政
府

の
景
気
判
断
は
「
回
復
」
で
し
た
。
そ
れ

で
も
、
消
費
税
増
税
は
深
刻
な
消
費
不
況

を
招
き
ま
し
た
。
今
回
は
、
景
気
後
退
の

局
面
で
５
兆
円
に
近
い
大
増
税
を
強
行
し

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ほ
ど
無
謀
な

増
税
が
あ
る
で
し
ょ
う
か
。

“

世
界
の
流
れ
”も
無
視
す
る
愚
か
な
道

米
中
の
「
貿
易
戦
争
」
も
深
刻
化
し
て
お

り
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
や
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
（
経
済
協
力
開
発
機
構
）
な
ど
も
世
界
経

済
の
減
速
や
失
速
を
警
告
し
て
い
ま
す
。
そ

ん
な
中
で
も
、
安
倍
政
権
は
大
増
税
で
家
計

を
痛
め
つ
け
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
「
安
倍

首
相
は
年
内
に
消
費
税
率
を
引
き
上
げ
、
景

気
を
悪
化
さ
せ
る
と
固
く
心
に
決
め
て
い
る

よ
う
に
見
え
る
」
（
ウ
ォ
ー
ル
ス
ト
リ
ー
ト
・

ジ
ャ
ー
ナ
ル
４
月
４
日
）
と
揶
揄
さ
れ
る
ほ

ど
で
す
。
こ
れ
ほ
ど
愚
か
な
経
済
政
策
は
あ

り
ま
せ
ん
。

六
、
辺
野
古
新
基
地
阻
止

普
天
間
飛
行
場
早
期
返
還

安
倍
自
公
政
権
と
「
日
本
維
新
の
会
」

は
、
沖
縄
県
民
が
昨
年
の
知
事
選
挙
、
沖

縄
市
長
選
挙
、
今
年
の
辺
野
古
新
基
地
反

対
県
民
投
票
、
衆
議
院
沖
縄
３
区
補
欠
選

挙
で
、
す
べ
て
辺
野
古
新
基
地
反
対
候
補

者
が
当
選
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
安
倍
首
相
を
は
じ
め
、
政
権

与
党
と
日
本
維
新
の
会
は
、
辺
野
古
新
基

地
工
事
を
強
行
し
て
い
ま
す
。

日
本
の
民
主
主
義
を
無
視
し
、
ア
メ
リ
カ

に
言
わ
れ
る
ま
ま
の
新
た
な
米
軍
基
地
建
設

は
、
ア
メ
リ
カ
属
国
政
治
の
極
み
で
す
。

沖
縄
は
、
第
２
次
世
界
大
戦
で
、
唯
一

日
本
の
領
土
で
陸
上
戦
が
行
な
わ
れ
、
沖

縄
出
身
者
も
ふ
く
む
日
本
軍
約
９
万
４
１

３
６
人
、
沖
縄
の
住
民
９
万
４
０
０
０
人

ア
メ
リ
カ
軍
１
万
２
５
２
０
人
が
、
亡
く

な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
日
本
の
軍
隊
が
「
沖
縄
住
民
」

に
強
要
し
た
「
集
団
自
決
」
は
な
か
っ
た

と
自
民
党
が
教
科
書
検
定
に
介
入
し
、
16

年
の
中
学
校
の
教
科
書
か
ら
、
強
要
を
な

く
し
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
翁
長
猛
前
知
事
は
、
沖
縄

の
「
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
ー
」
を
消
し
去

ろ
う
と
し
た
と
怒
り
、
沖
縄
県
の
自
民
党

幹
事
長
を
退
任
し
、
オ
ー
ル
沖
縄
の
知
事

候
補
に
立
候
補
し
、
当
選
し
ま
し
た
。

沖
縄
県
民
の
声
を
無
視
す
る
、
安
倍

自
公
政
権
と
「日
本
維
新
の
会
」に
鉄

槌
を
下
す
選
挙
に
し
ま
し
ょ
う
！

七
、
原
発
ゼ
ロ
を
目
指
す

福
島
原
発
事
故
は
、
原
発
の
抱
え
る
危

険
性
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
「
原
発
ゼ
ロ
」
「
再
稼
働

反
対
」
は
、
ゆ
る
が
ぬ
国
民
多
数
の
声
と

な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
福
島
原
発
事
故
の
復
旧
も
全

く
で
き
て
い
な
い
の
に
、
安
倍
自
公
政
権

は
昨
年
の
７
月
、
新
た
な
「
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
」
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

そ
の
中
で
、
原
発
を
「
重
要
な
ベ
ー
ス

ロ
ー
ド
電
源
」
と
位
置
づ
け
、
２
０
３
０

年
度
の
電
力
の
約
２
割
を
原
発
で
賄
う
と

し
て
い
ま
す
。

こ
の
間
、
安
倍
政
権
の
原
発
の
輸
出
政

策
は
、
原
発
の
安
全
性
コ
ス
ト
増
大
に
伴

い
、
発
電
コ
ス
ト
が
莫
大
に
な
り
、
他
の

発
電
方
式
の
方
が
安
く
な
り
、
す
べ
て
頓

挫
し
て
い
る
の
に
、
再
稼
動
を
進
め
て
い

ま
す
。

原
発
を
動
か
し
て
い
る
他
国
で
は
、
自

然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
を
進
め
、
現
在

で
は
、
原
発
が
一
番
発
電
コ
ス
ト
が
高
い

発
電
設
備
に
な
り
ま
し
た
。

安
倍
自
公
政
権
は
、
福
島
原
発
事
故
の

復
旧
費
用
も
全
国
の
電
力
会
社
を
通
じ
て
、

国
民
に
負
担
さ
せ
て
い
ま
す
。

そ
の
上
、
原
発
施
設
に
大
量
に
溜
ま
っ

て
い
る
「
使
用
済
み
核
燃
料
棒
」
の
最
終

処
分
方
法
も
確
立
で
き
て
い
ま
せ
ん
。

福
島
原
発
事
故
被
害
者
と
連
帯
し

原
発
再
稼
動
反
対
、

原
発
ゼ
ロ
を
目
指
そ
う
！

八
、
市
民
連
合
と
野
党
の
共
通
政
策
を

基
礎
に
く
ら
し
に
希
望
の
労
働
政
策

８
時
間
働
け
ば
ふ
つ
う
に
く
ら
せ
る
社
会
は
、

賃
金
引
上
げ
と
労
働
時
間
の
短
縮
で

安
倍
首
相
は
６
年
間
で
就
業
者
が
３
８

４
万
人
増
加
し
た
と
誇
っ
て
い
ま
す
が
、

６
年
間
で
増
え
た
就
業
者
は
、
65
歳
以
上
の

高
齢
者
と
高
校
生
・
大
学
生
で
、
少
な
い
年

金
や
高
い
学
費
の
た
め
に
働
か
ざ
る
を
え
な

い
状
況
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
内
閣
府
や

日
本
学
生
支
援
機
構
の
調
査
で
も
示
さ
れ

て
い
ま
す
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
調
査
に
よ
る
と
、
過
去
21

年
間
に
日
本
の
時
給
は
８
％
も
減
り
ま
し

た
。
一
方
、
韓
国
は
１
６
７
％
、
英
国
は

93
％
、
米
国
は
82
％
、
仏
は
69
％
、
独
は

59
％
も
増
加
し
て
い
ま
す
。

主
要
国
で
、
賃
金
が
下
が
っ
た
の
は
日

本
だ
け
で
す
。
長
時
間
労
働
も
深
刻
で
、

過
労
死
が
後
を
絶
た
ず
、
働
く
者
の
健
康

を
害
し
、
家
庭
生
活
に
も
重
大
な
影
響
が

出
て
い
ま
す
。

１
日
８
時
間
労
働
で
、
ま
と
も
な
生
活
で

き
る
労
働
条
件
は
、
時
給
１
５
０
０
円
・
週

40
時
間
労
働
で
平
均
月
25
万
円
で
す
。
こ
の

実
現
に
は
、
中
小
企
業
に
対
し
て
社
会
保
険

料
の
減
免
対
策
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

家
計
消
費
を
増
や
す
こ
と
が
、
日
本
経
済

の
立
て
直
し
の
要
で
す
。

そ
の
費
用
は
消
費
税
増
税
で
な
く
、
大
企

業
・
富
裕
層
優
遇
税
制
の
転
換
で
で
き
ま
す
。

●
大
企
業
優
遇
税
制
を
是
正
し
、
中
小
企
業

並
み
の
負
担
を
さ
せ
れ
ば
、
約
４
兆
円
増

●
富
裕
層
優
遇
税
制
の
是
正
で
約
３
兆
円
増

陸
上
イ
ー
ジ
ス
配
備
先
選
定
は

「米
国
防
衛
」の
「適
地
」

秋
田
大
学
工
業
資
源
学
部
の
福
留
孝
明

元
準
教
授
は
、
昨
年
８
月
、
北
朝
鮮
の
長

距
離
弾
道
ミ
サ
イ
ル
「
テ
ポ
ド
ン
」
の
発

射
基
地
が
あ
る
舞
水
端
里
と
山
口･

萩
、
さ

ム

ス

ダ

ン

リ

ら
に
米
軍
基
地
が
置
か
れ
る
グ
ア
ム
、
ハ

ワ
イ
の
地
理
的
位
置
関
係
を
分
析
し
た
記

事
を
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
に
投
稿
さ
れ
た
。

こ
の
指
摘
は
、
米
政
府
や
米
軍
、
政
府
系

シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
発
言
と
合
っ
て
い
ま
す
。
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安倍自公政権
６年間の就業者
３８４万人増加
内訳表

６５歳以上
２６６万人増

２５～６４歳

２８万人増

１５～２４歳
９０万人増

高校生・大学生
７４万人増

舞水端里
秋田

萩

ハワイ基地

グアム基地

北朝鮮の弾道ミサイル基地～秋田・萩～グアム・ハワイ

の位置関係 （福留孝明氏のフェースブックより）

６千億円の陸上イージス・アショアは
米軍基地を守るため萩と秋田に配備


